
Ⅵ 各機関の運営について 

１．評議員・評議員会 

１） 評議員 

・評議員は評議員会の構成員として役員や会計監査人の選任・解任と経営上
の基本事項を決定する立場にある。 

・評議員は理事・理事会が選任・解任することができず、独立の地位が保証
されている。 

・評議員は個人として一定条件の下に、評議員会を招集する権利、議題を理
事に請求する権利及び評議員会において議案を提出する権利がある。 

 

２） 評議員会の役割 

評議員会は法人経営の基本的なルールと経営体制を決定するとともに、役員
の選任・解任等や計算書類の承認権限を通じて、理事の法人経営を監視する
役割を担っている。 
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３） 評議員会の開催と招集 

（１）開催 

・毎会計年度終了(毎年3月末日）後、一定の時期に招集しなければならないがこれを
定時評議員会という(法４５の９①）。一定の時期とは計算書類の作成期限が会計年度
終了後3か月以内とされているため(法４５の２７②）、６月末日までに開催する。 

・定時評議員会のほか、法人が必要ある場合いつでも招集できる（法４５の９②）。 

（２）招集権者 

・原則として理事(法４５の９③）、実務的には理事長が招集する。 

・評議員は理事に対して評議員会の目的である事項(議題)及び理由を示して招集を
請求できる(法４５の９④）。 

・上記の請求後遅滞なく招集されないときは、所轄庁の許可を得て評議員が自ら招集
できる(法４５の９⑤）。 

（３）招集事項の決定 

理事会の決議により次の事項を決定する必要がある(法４５の９⑩、一般法人法１８１、
則２の１２）。 

 ①評議員会の日時及び場所 

 ②評議員会の目的である事項(議題）があるときは、当該事項 

 ③目的である事項に係る議案の概要（概要が決まっていない場合はその旨を記載） 
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（４） 招集通知 

・招集権者が招集事項を記載した招集通知を、開催日の１週間前までに書面で発出
することが必要。１週間は定款で短縮することができる（法４５の９⑩、一般法人法１８２
①） 

・通知書面に代えて評議員の承諾を得て電磁的方法に依ることも可能（法４５の９⑩、
一般法人法１８２②） 

・評議員全員の同意があれば上記の招集手続きを経ることなく開催可能（法４５の９⑩、
一般法人法１８３） 

 

Q１ 理事、監事には評議員会への出席義務はあるか。 
A１ 法令上役員の出席義務が規定されているわけではないが、理事は議題提出
者として当然説明があり、監事も必要に応じて意見を述べることが要求されてい
るので、出席は当然のことと解される。公益財団法人では少なくとも代表理事や
常勤の理事及び１名以上の監事が出席しているのが一般的である。 

Q２ ３月１５日に臨時の評議員会を開催したいが招集通知はいつまでに郵便局
に投函すればよいのか。 
A２ 法は1週間前と規定している。この1週間の計算は「あいだ」を1週間あけ
るという意味で、質問の場合には7日までに投函すればよい。なお、定款でこの
１週間を短縮できるので、例えば5日前と規定していれば9日までに投函すればよ
いこととなる。 
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理事会 
招集決議 

ⅰ日時・場所 
ⅱ目的事項（議題） 
ⅲ目的事項に係る議案 

評議員 

定時評議員会 
毎会計年度終了後 

３か月以内に必ず開催 
 

臨時評議員会 
必要に応じて開催 

評議員 所轄庁 

議題・理由を示して招集請求することができる 

開催日の１週間前
までに通知 

申請・許可 

評議員の招集請求に応じない場合 

評議員会招集の手順概要 
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４） 評議員会の決議について 

（１）決議できる事項 

・評議員会は予め招集通知で定められた評議員会の目的である事項(議題)以外の事
項については決議することができない (法４５の９⑨、一般法人法１８１①②） 

・議決権の行使については書面等による決議や代理人に委任する決議は認められ
ない（法３８条の解釈） 

・出席者が一堂に会し議論ができる環境が整備されれば、テレビ会議、電話会議
は認められる。 

（２）決議の省略による方法（全員同意による書面決議） 

理事が評議員会の目的である事項(議題）を提案した場合、議決に加わることので
きる評議員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該
提案を可決する旨の評議員会の決議があったものとみなされる(法４５の９⑩、一
般法人法１９４①） 
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（３）決議要件 

・議決に加わることのできる評議員(特別の利害関係のある評議員は議決に加わる
ことができない）の過半数が出席し、その過半数をもって決議する(普通決議。法
４５の９⑥） 

・法律の規定する一定の議題については議決に加わることのできる評議員の３分
の２以上の多数をもって決議しなければならない (特別決議。法４５の９⑦） 

 



普通決議の事項 特別決議の事項 

理事・監事・会計監査人の選任(法４３①） 監事の解任(法４５の４①） 

理事・会計監査人の解任（法４５の４①） 
理事等の責任の一部免除(法４５の２０
④、一般法人１１３①） 

理事・監事・評議員の報酬（法45の35②） 定款の変更(法４５の３６①) 

計算書類の承認(法４５の３０②） 解散(法４６①） 

役員報酬基準の承認（法４５の３５②） 
吸収合併により消滅又は存続する場合
の吸収合併契約(法５２） 

社会福祉充実計画の承認（法５５の２⑦） 
新設合併により消滅する場合の新設合
併契約(法５４の８） 

その他定款で任意記載事項として規定した事項 
例１：事業報告を評議員会承認事項とする場合 
例２：評議員会運営規程を設ける場合 
例３：その他の諸規程の一部を評議員会決議事
項とする場合 
例４：施設の新設・大規模改修 

評議員会決議事項 
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５） 評議員会の議事運営 

（１） 出席者 

・評議員、理事、監事 

理事、監事の出席義務に関する規定はないが、議案の説明、評議員の質問に答える
などの説明義務があり、少なくとも理事長や執行理事並びに監事は必ず出席する(法
45の10） 

（２）議長 

・評議員会の議長について法律の規定はないが、通常議長を互選し議長の采配の
下に議事を進行する。 

・議長は評議員会のつど互選又は期間を決めて（通常は当該評議員の任期満了ま
で）特定の人物を互選するなどの方法がある。 

・議長は評議員会の秩序を維持し、議事を整理する。たとえば、役員の選任議案に
ついて一人一人審議することに代えて、一括審議を提案するなど。(一般法人法54） 

・議長は通常可否同数の場合の採決権を有しているが、その場合、最初の採決の場
合の投票権はない。 

（３）議事録 

・評議員会の議事については省令の定めるところにより議事録を作成しなければなら
ない。（法４５の１１①、則２の１５） 
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成立要件確認 
決議に必要な評議員
数が出席しているこ
との確認 

理事長挨拶 

議長互選 
特定の評議員を毎評
議員会の議長とする
選定も可能 

議案説明 
理事長はじめ担当理
事が説明、 
必要に応じ監事・事
務局説明も可 

審議 
（意見交換） 

採決 
採決時に決議要件と
なる議決に加われる
評議員数の確認が必
要 

閉会 
理事長閉会を宣言 
事務局より次回の日程
など 

報告事項の報告 
適宜報告すべき事項
を説明する 

 

評議員会の運営手順 
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全評議員 

              社会福祉法人○○会 
第１１回評議員会 

  
１ 評議員会の決議があったものとみなされた事項の内容 
第１号議案  ○○○○ 
第２号議案  ○○○○ 
２ 評議員会の決議があったものとみなされた事項を提案し
た理事 甲 
３ 評議員会の決議があったものとみなされた日 平成２８
年１１月２８日 
４ 評議員会議事録の作成に係る職務を行った理事 甲 
５ 議決に加われることのできる評議員総数 １０名（同意
書別添のとおり） 
  
平成２８年１０月２２日、理事甲が評議員全員に対して、評
議員会の決議の目的である事項について、上記の提案書を発
し、当該提案につき平成２８年１１月２８日までに評議員の
全員から書面により同意の意思表を得たので、定款○条に基
づく評議員会の決議の省略の方法により当該提案を承認可決
する旨の評議員会の決議があったものとみなされた。 
  
以上の通り、評議員会の決議があったとみなされた事項を明
確にするため、本議事録の作成に係る職務を行った理事は、
次に記名押印する 

平成２８年１１月２８日 
理事 甲 印 

提案理事 
（提案書） 

決議成立 決議不成立 

一
人
で
も
反
対 

全
員
同
意 

議事録作成 

決議の省略の方法による決議 
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Q1 理事を８名評議員会で選任することとなった。８名の候補者を一括して採決し
てもよいか。 
A1 一括採決は認められない。ひとり一人ごとに採決しなければならない。 
Q２ 決議の省略の方法による決議は役員の選任決議の場合でも可能か。 
A２ 可能。ただし、役員選任は社会福祉法人にとって重要な人事であり、できるだ
け実際に評議員が集まって慎重に審議すべきである。 

Q３ 評議員会を招集する理事会と評議員会の開催日は、何日間以上の間隔を置くこ
とが必要か。 
A３ 定時評議員会の招集は、計算書類等の備置き・閲覧に関する規定との関係から
２週間前までに開催する必要があるが、それ以外の評議員会は１週間前（定款で短
縮している場合はその期間）前までに開催することになる。 

Q４ 理事会において評議員会招集の決議をするにあたって、日にちは確定している
が場所は未定としてかまわないか。 
A４ 正式な招集決議とは認められない。場所の確定を待って決議すべきである。 

Q５ 議長も含め評議員が８名参加する評議員会において、最初の採決で４対４と可
否同数となった。この場合議長の裁決で議案を決定してよいか。 
A５ 質問の事例では、議長は最初の採決で議決権を行使し、可否同数となったため
さらに議長が賛否いずれかに議決権を行使することになる。つまり、議長は２個の
議決権を行使したことになり、これは認められないと解されている。公益法人の場
合議長は最初の採決に参加した場合の裁決権はないとするか、最初の採決には参加
せず、可否同数の場合のみ裁決権があるものとして定款で規定している。 
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２. 理事・理事会 

１） 理事 

・理事は理事会の構成員として、理事会における議決権の行使を通じて法人の業
務執行の意思決定に参画するとともに理事長や他の理事の職務の執行を監督する。 

・理事は理事会招集権者(通常は定款で理事長と規定）に対し招集を請求する権利
もある。 

２） 理事長及び業務執行理事                        

・理事長は理事会の決議によって選定される(法45の13③） 

・理事長は法人を代表し、法人の業務に関する一切の裁判上裁判外の行為を行う
権限があり（法45の17①）、また業務の執行をする(法45の16②） 

・理事長以外に業務の執行をする理事(業務執行理事）を理事会で選定することが
できる(法45の16②） 

３） 理事長・業務執行理事の理事会への報告(法45の16③） 

・理事長・業務執行理事は3か月に１回以上業務執行状況を理事会に定期報告し
なければならない。 

・定款に毎会計年度に4か月を超える間隔で2回以上と規定することができる。 
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４） 理事会の役割 

・業務執行の決定(定款や法令で評議員会決議事項として定められている事項以外
はすべて理事会で決める（理事会決議事項を評議員会に報告することは任意）。 

・理事の職務執行の監督 

・理事長（必ず選定）及び業務執行理事(選定するかどうかは任意）の選定及び解職 

 

５） 理事会の開催と招集 

（１）開催 

・開催日や開催回数は特に法令上の規定はないが、執行理事の職務執行報告回数
（原則年4回、定款で定めれば年2回）は最低必要。 

・事業計画・予算審議は3月に、事業報告・決算審議6月に開催することが一般的。 

・その他必要に応じて何回でも理事会を開催できる。 

・事業報告・決算審議のための理事会は、理事会で承認した計算書類等を監査報告
と共に（会計監査人設置法人は会計監査報告も）、定時評議員会開催日の２週間前
の日から事務所に備置きしなければならないために、少なくとも定時評議員会開催日
前に、２週間の間隔をあけて理事会を開催する必要がある。 
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（２）招集権者 

・原則は各理事であるが（法45の14①本文）、定款で特定の理事を招集権者と決め
ることができる（同但し書き）。通常は理事長が一般的 

・各理事は招集権者に対し、所定の手続きにより招集を請求できる（法45の14②） 
・この請求にもかかわらず理事会が招集されない場合は当該請求理事は自ら招集
できる（法45の14③） 

 
（３）招集通知 

・招集する目的である事項（議題）や議案を招集通知に記載することは求められてい
ないが、可能な限り議題・議案及びそれらの資料も送付することが望ましい。 
・招集権者が招集事項を記載した招集通知を、開催日の１週間前までに書面で発
出することが必要。１週間は定款に定めれば短縮することができる(法４５の１４⑨、一
般法人法94①） 
・理事及び監事全員の同意があれば上記の招集手続きを経ることなく開催可能(法
４５の１４⑨、一般法人法94②） 
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６） 理事会の決議について 

（１）決議ができる事項 

法令で規定する事項、法令で理事に委任できないとする事項（法45の13④）のほ
か、定款で特に規定した事項及び業務執行に関し理事会の承認を求めるべきと
判断される事項を決議事項とすることができる（次頁表参照） 

（２）決議の省略による方法（全員同意による書面決議） 

理事が理事会の決議の目的である事項(議題）を提案した場合、議決に加わるこ
とのできる理事全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき(監
事が異議を述べたときを除く）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があっ
たものとみなされる旨を定款で定めることができる(法４５の１４⑨、一般法人法９６
①） 

Q１ 理事長や業務を執行する理事の定例的な理事会への報告（法４５の１６
③）は、役員全員に通知したときは理事会への報告は省略できるか。  
A１ できない。法４5の１４⑨で準用する一般法人法９８②により、理事長等の
職務執行報告は省略できない。 

Q２ 議決に加わることのできない理事とはどういう場合か。 
A２ たとえば、当該理事の利益相反取引や自己取引を承認する際や、当該理事
の報酬額を決める理事会の決議のように、法人と当該理事との利害が相反する場
合の議案については、当該理事は決議に参加できない。 
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上記4～8は、評議員会の決議事項とすることもできるが、8は特定社会福祉法人（大規模社会福祉法人）の場合、理事会決議事項とし
なければならない。 

理事会決議事項 
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理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する事項 

前号の職員の理事からの独立性に関する事項 

監事の第５号の職員に対する指示の実効性の確保に関する事項 

理事及び職員が監事に報告するための体制その他の監事への報告に関する事項 

前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保する
ための体制 

監事の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について
生ずる費用の前払い又は債務の処理に係る方針に関する事項 

その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

法４５の１３④五 
則２の１６一号～十一号 

社会福祉法人の業務の適性を確保するための体制 
（いわゆる内部統制） 
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（３）決議要件 
 
 
 
 
 
 
 
 
７） 理事会の議事運営 
（１）出席者 

理事のほか監事も出席義務がある（法４５の１８③、一般法人法１０１） 

（２）議長 

議長については法律上の規定はないが、理事長が議長を務めると定款等で定める 
ことが一般的である。議長の権限と議決権については評議員会議長の場合と同じ。 

（３）議事録 

理事会の議事について省令の定めるところにより議事録を作成しなければならない。 
原則は出席した理事全員及び監事が議事録に署名しなければならないが、定款 
規定で出席した理事長及び監事とすることもできる（法４５の１４⑥） 

・議決に加わることのできる理事 (特別の利害関係のある評議員は議決に加わることができ
ない）の過半数が出席し、その過半数＊をもって決議する(普通決議。法４５の１４④⑤） 
・理事会には評議員会におけるような特別決議という制度はないが、定款によって決議要件
を厳しくすることができる。 
・議決権の行使については書面等による決議や代理人による決議は認められない（法３８条
の解釈） 
・出席者が一堂に会し議論ができる環境が整備されればテレビ会議、電話会議は認められ
る。 
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理事会招集権者 
（通常理事長） 

 

理事 
監事 

理事会 
（理事・監事） 

理事 
監事 

目的である事項を示して招集請求することができる 

開催日の１週間前
までに通知 

請求日から５日以内に、請求日から２週間以内
の日を開催日とする理事会招集が発せられない
場合 

理事会招集の手順概要 
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３．監事 

１） 監事の役割 

・監事は理事（会）の職務執行を、監査を通じて監督する立場の者で、法人のガバ
ナンス体制の中でも重要な役割を担っている。 
・監事は最低２名が選任されるが、理事の法令・定款等違反の有無を調査するので
多数決ではなく、原則として一人ひとりがその権限を行使する「独任制」の機関であ
る。 

 
２） 監事の権限と義務 
（１）監査 

・監事は理事の職務を監査し、毎会計年度において監査報告を作成しなければな
らない（法４５の１８①） 
・計算書類および事業報告並びにこれらの附属明細書は必ず監事の監査を受けな
ければならない（法４５の２８①） 
・会計監査人設置社会福祉法人は、計算書類およびその附属明細書は会計監査
人の監査を受けなければならないが（法４５の２８②）、その場合であっても監事もそ
れらの監査をしなければならないことに留意。 

71 



（２）調査権限 

・いつでも理事および当該社会福祉法人の職員に対し事業の報告を求め、または
業務及び財産の状況の調査をすることができる（法４５の１８②） 

・監事はその職務の執行について必要な費用・利息相当額の請求ができる（法４５
の１８③一般法人法１０６） 

（３）理事会への出席・報告義務 

・理事の不正な行為や法令・定款に違反する事実があるとき、またはそのおそれが
あるときは、遅滞なくその旨を理事会に報告しなければならない（法４５の１８③、一
般法人法１００） 

・上記のような場合、必要があると認めるときは招集権者に対し理事会の招集を請
求できる。請求日より５日以内に、請求日から２週間以内の日を開催日とする理事
会招集通知が発せられない場合、請求した監事は理事会を招集することができる
（法４５の１８③、一般法人法１０１②③） 

・理事会に出席し、必要ある場合は意見を述べなければならない（法４５の１８③、一
般法人法１０１①） 
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（４）評議員会への説明・報告義務 
・評議員会において特定の事項について求められたときは、当該事項につい
て必要な説明をしなければならない（法４５の１０） 

・理事会が評議員会へ提出する議案、書類等について調査し、法令・定款等
に違反しまたは著しく不当な事項があるときはその調査結果を報告しな
ければならない（法４５の１８③、一般法人法１０２） 

・評議員会への監事の出席義務について、法律の規定はないが上記のような
説明・報告義務があるため、当然に出席が予定されていると考えるべき
である。 

（５）理事の行為の差し止め請求 
理事が法人の目的外行為、法令・定款に違反する行為又はそれらのおそれが 
あり法人に著しい損害を与えるおそれがあるときは、その行為をやめること 

を請求できる（法４５の１８③、一般法人法１０３） 
（６）訴訟における代表権 

法人が理事を訴える、または理事が法人を訴える場合、監事は法人を代表する
（法４５の１８③、一般法人法１０４） 
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Q１ 二人の監事が二人とも理事会に出席していない理事会は有効か。  
A１ 監事には、病気や肉親の葬儀などやむを得ない事情がある場合を除き出席す
る義務があるが、監事が不在であっても理事会自体は有効に成立する。 

Q２ その場合議事録に署名する監事がいないことになるが、どうすればよいか。 
A２ その場合は監事の署名又は記名押印は不要である。監事の欠席理由を簡単に
記録しておいたほうがよい。 



４ 会計監査人 

１） 会計監査人の役割 

・会計監査人は、法人が作成する計算書類等を対象として外部の独立した第三者
として監査をすることにより、財務面から法人の適正性をチェックする。 
・収益又は負債が一定基準を超える場合、会計監査人は必置機関であり（法３７、
令１３の３、則２の６）、一定規模未満の法人については設置は任意である。 

 
２） 会計監査人の職務 
（１）監査 

・計算書類およびその附属明細書並びに財産目録その他省令で定める書類を監
査し、監査報告を作成する（法４５の１９①②） 

・会計帳簿及び関連資料の閲覧・謄写し、理事および職員に対し会計に関する報
告を求めることができる（法４５の１９③） 

・必要があるときは業務及び財産の状況を調査できる（法４５の１９④） 
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（２）履行補助者の制限 

職務実施にあたって以下の者を使用してはならない（法４５の１９⑤） 

・公認会計士法の規定により監査できない者 

・理事、監事、職員 

・当該社会福祉法人から監査業務以外の業務により継続的な報酬を受けている者 

（３）報告・意見陳述 

・理事の職務に関し不正の行為、法令・定款に違反する重大な事実を発見したとき
は遅滞なく監事に報告しなければならない（ 法４５の１９⑥、一般法人法１０８） 

・計算書類等が法令・定款に適合するかどうかについて監事と意見を異にする場合
は、定時評議員会に出席して意見を述べなければならない（ 法４５の１９⑥、一
般法人法１０９①） 

・定時評議員会において出席を求める決議があったときは、出席し意見を述べなけ
ればならない（ 法４５の１９⑥、一般法人法１０９②） 
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Q１ 社会福祉法人から委託を受けて税理士業務を行っている公認会計士は、当該
社会福祉法人の会計監査人になれるか  
A１ 税理士業務を行う公認会計士又はその配偶者が、当該社会福祉法人から当該
業務により継続的な報酬を受けている場合は、当該社会福祉法人の会計監査人にな
ることはできない（公認会計士法24①３号②、同施行令７①６） 



月 機関等 議題等 備考 

５ 会計監査人 監査報告書特定監事・特定理事が受領 会計監査人設置の場合 

５ 監事 業務・会計の監査、監査報告書提出 

５ 
｜ 
６ 

理事会 

１ 事業報告書・計算書類等承認 
２ 定時評議員会招集決議 
３ 理事長・執行理事の職務執行報告 
４（改選期の場合）役員・評議員候補
者名簿承認 
５ 社会福祉充実計画の承認 

２は前年度３月理事会で決議又は決議
の省略による方法で決議することも可 
５は前期末における純資産額が法令の
規定を超える場合 
定時評議員会開催予定日より２週間前
に開催すること 

５ 
｜ 
６ 

事業報告・計算書類の事務所備置き、
閲覧提供 

定時評議員会の日の２週間前から主た
る事務所で５年間 

６ 
定時 

評議員会 

１ 計算書類等承認 
２ 事業報告承認 
３ 事業計画・予算報告 
４（改選期の場合）役員・評議員の選
任 
５ 社会福祉充実計画の承認 

１は会計監査人設置法人の場合計算書
類等は報告事項としてもよい 
２は定款で報告事項としている場合は
報告 
３は事業計画・予算を評議員会承認事
項としていない法人 
５は前期末における純資産額が法令の
規定を超える場合 

会計年度４月～３月末 

社会福祉法人年間運営スケジュール例 
（ミニマムスタンダード） 
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月 機関等 議題等 備考 

６ 関係当局 
１ 所轄庁宛事業年度終了後の定期 
  提出書類提出 
２ 法務局で理事長改選登記  

２ 
｜ 
３ 

理事会 

１ 事業計画・予算等承認 
２ 理事長・執行理事の職務執行報告 
３ （３月評議員会を開催する場合は 
招集決議） 

２は「４か月を超える間隔で年２回
以上」と定款で規定している場合、
この定款規定がない場合は３か月に
１回以上報告が必要 

３ 評議員会 １ 事業計画・予算等承認 
１は事業計画・予算を評議員会承認
事項としている法人のみ 
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Ⅶ 役員等の義務と責任 

１．役員等と法人の関係 
 

１） 民法の委任に関する関係 

・社会福祉法人と理事、監事、評議員および会計監査人との関係は委任に関する   

  規定（民法６４３）に従う（法３８）。 
 
 

・受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務を処理   

  する義務を負う（民法６４４）。 
  一般「善管注意義務」と呼ばれているこの注意義務は、「自己の財産に於けると同   
  一の注意」（民法６５９、無償寄託物の保管）では足りず、その職業、経歴などに応  
  じて一般的に要求される程度の注意を指すと解されている。 
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２．理事の義務 

理事には上記の受任者としての義務のほか次の義務がある。 

１） 忠実義務 

法令・定款を遵守し、社会福祉法人の為に忠実にその職務を執行する義務（法４５
の１６①） 

２） 競業避止及び利益相反取引の制限 

次の場合には理事会において当該取引について重要な事実を開示し、その承認
を受けなければならない（法４５の１６④、一般法人法８４） 
（１）理事が自己または第三者のために、当該社会福祉法人の事業の部類に属する取引をし
ようとするとき（競業） 
（２）理事が自己または第三者のために、当該社会福祉法人と取引をしようとするとき（自己取
引） 
（３）当該社会福祉法人が理事の債務を保証することその他理事以外の者との間において当
該社会福祉法人と当該理事との利益が相反する取引をしようとするとき（利益相反取引） 

３） 監事への報告義務 

当該社会福祉法人に回復することができない損害をおよぼすおそれのある事実が
あることを発見した場合直ちに監事に報告しなければならない（法４５の１６④、一般
法人法８５） 
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社
会
福
祉
法
人 

委任関係 

役員・評議員等の義務及び法人との関係 

評議員 
 

善管注意義務 

理 事 
善管注意義務・忠実義務 

競業避止義務・利益相反取引等制限 
 

監 事 
 

善管注意義務 

会計監査人 
 

善管注意義務 
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３．役員等の損害賠償責任 

１） 法人に生じた損害の賠償責任 

（１）損害賠償責任の発生（法４５の２０①） 

・理事、監事、会計監査人（役員等）および評議員はその任務を怠ったとき（任務懈
怠）は、社会福祉法人に対し、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 
・理事の場合は、これに加えて理事に課せられている忠実義務や競業避止及び自
己取引や利益相反取引の制限規定に違反した場合が含まれる。 

（２） 連帯責任（法４５の２２） 

社会福祉法人又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負う役員等又は評議員
は、他の役員等又は評議員も当該損害賠償責任を負うときは、これらの者は連帯
債務者とする。 
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（３） 競業避止義務違反の場合の損害額 

競業避止義務に違反した場合の損害額は当該取引によって理事または第三者が
得た利益の額と推定される（法４５の２０②） 

 
（４） 利益相反取引の制限規定に違反した場合 

・自己取引、利益相反取引の制限規定に違反し、損害が生じた場合、次の理事は
任務を怠ったと推定される（法４５の２０③） 
①当該取引を行った理事 
②当該取引を決定した理事 
③当該取引に関する理事会の承認の決議に賛成した理事 

・自己のために利益相反取引をした理事の責任は、任務懈怠が当該理事の責め
に帰することができない事由であっても免れることはできない（法４５の２０④、一般
法人法１１６） 
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２） 損害賠償責任の免除 

（１）免除（法４５の２０④、一般法人法１１２） 

・総評議員の同意がなければ役員等および評議員について、損害賠償責任の 
免除はできない。 

 
（２）評議員会決議による一部免除（法４５の２０④、一般法人法１１３） 

・役員等の職務執行に際し善意でかつ重大な過失がない場合、当該役員等が 
職務執行の対価として受けるべき財産上の利益の１年当たりの額に、下記の数を 
乗じた額（最低責任限度額）を超える額について、評議員会の特別決議（議決に 
加われる評議員の３分の２）により免除することができる。 

 
（理事長）６ （業務を執行する理事）４ （その他の理事・監事・会計監査人） ２ 

・一部免除の議案を提出する場合、責任の原因となった事実その他の詳細を 
評議員会に開示すること、監事全員の同意を得ることが必要である。 

・決議後における退職慰労金等の支給について評議員会の承認を得ることが 
必要である。 
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（３）定款の規定に基づく理事会決議による一部免除】  
   （法４５の２０④、一般法人法１１４） 

・役員等の職務執行に際し善意でかつ重大な過失がない場合、事実の内容 
その他の状況を勘案し特に必要と認めるときは、評議員会の免除額（最低責任 
限度額を超える額）を限度として、理事会の決議によって免除することができる 
旨を定款で規定することができる。 

・この旨を定款で定める議案を評議員会に提出する場合、または定款の定めに 
より責任の一部免除の議案を理事会に提出する場合は監事の同意が必要。 

・役員等の責任の一部免除決議があった場合、評議員に対し異議があれば 
申し立てるよう通知し、総評議員の１０分の１以上の異議があれば、免除しては 
ならない。 
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（４）責任限定契約による一部免除（ 法４５の２０④、一般法人法１１５） 

・理事（理事長、業務執行理事、業務を執行した理事、使用人兼務でない理事）、   
監事および会計監査人（非業務執行理事等）が、その職務を行うにつき善意でかつ
重大な過失がないときは、その損害賠償責任について、定款であらかじめ定めた    
額と最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする旨の契約（責任限定契約）を
非業務執行理事等と締結することができる旨を定款で定めることができる。 

・理事と責任限定契約を結ぶことのできるとする定款の変更の議案を評議員会に    
提出するときは、監事の同意を得なければならない。 

・非業務執行理事等の任務懈怠により法人が損害を受けたことを知った場合、       
その後最初の評議員会において、責任の原因となった事実、その他の詳細を開示    
すること。 

・責任限定契約により賠償責任額の一部を免除された非業務執行理事等にその    
後退職慰労金等を支給する場合は評議員会の承認を得なければならない。 
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３） 役員等・評議員の第三者に対する損害賠償責任（法４５の２１） 

・役員等又は評議員がその職務を行うにつき、悪意または重過失により第三者に損
害を与えたときは損害を賠償する責任を負う。 

・次の者が下記の行為をするときも同様の責任を負う。ただし、その者が当該行為
を行うにつき注意を怠らなかったことを証明したときはこの限りではない。 

（理事） 

①計算書類、事業報告、これらの付属明細書の重要な記載・記録事項についての虚偽
記載・記録 

②虚偽の登記 

③虚偽の公告 

（監事） 

監査報告の重要な記載・記録事項についての虚偽記載・記録 

（会計監査人） 

会計監査報告の重要な記載・記録事項についての虚偽記載・記録 
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債権者 債務者 
損害賠償責任の対象

となる行為 
免除できる場合 

法 人 ・理事 
・監事 
・評議員 
・会計監査人 

・任務懈怠 
・理事の場合は、   
下記は任務怠慢と   
推定される 
①自己取引、利益相反取
引をした理事 
②当該取引を決定した 
理事 
③理事会で賛成した理事 

１．免除 
・総評議員同意 

２．一部免除（評議員を除く） 
善意・無重大過失の場合に限る 
①評議員会決議による一部免除 
②理事会決議による一部免除 
（要定款規定） 
③非業務執行理事、監事、会計監査人について
責任限定契約（要定款規定） 

第三者 ・理事 
・監事 
・評議員 
・会計監査人 

職務を行うについて
悪意または重大過失
があった場合 

なし 
(役員損害賠償責任保険の対象となり得る。
会計監査人適用外) 
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